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家庭教育支援 放課後子ども教室

実施数 実施数
体制構築型
実施数

「学ぶ力」学習支
援型　実施数

大津市

彦根市 １教室

長浜市

近江八幡市
支援チーム・講座実施・
人材育成の３活動

草津市 講座実施の１活動

守山市

栗東市 ７教室

甲賀市
支援チーム・講座実施・
人材育成の３活動

10教室

野洲市 ７教室

湖南市
支援チーム・講座実施・
人材育成の３活動

３教室 ９教室 １教室

高島市
支援チーム・講座実施・
人材育成の３活動

東近江市 講座実施の１活動 ９教室

米原市 ４教室

日野町 講座実施・人材育成の２活動

竜王町 講座実施の１活動 ７教室

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町 １教室

合　　計 ８市町17活動
（昨年は９市町18活動）

４市21教室
（昨年は２市町11教室）

４市町35教室
（昨年は８市町

83教室）

３市町３教室

土曜日の教育支援

従来型
実施数

３本部

１本部

７本部

13本部

学校支援地域本部

１本部

平成27年度　学校・家庭・地域連携協力推進事業　市町別事業実施状況一覧表

９市町68本部
（昨年は９市町62本部）

※大津市含むと10市町74本部

(６本部）

７本部

23本部

12本部

１本部

（Ⅰ） 推進協議会の概要

◆ 推進協議会委員（敬称略）

№ 氏 名 所 属 № 氏 名 所 属 

１ 髙木 和久 
びわこ学院大学 准教授 
文部科学省ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙ推進員 

４ 佐々木 保孝 天理大学 准教授 

２ 谷口 久美子 ＮＰＯ法人ＣＡＳＮ 理事長 ５ 池本 忠好 湖南市立日枝中学校 校長 

３ 武井 哲郎 びわこ成蹊スポーツ大学 助教 ６ 佐敷 恵威子 
滋賀県教育委員会事務局 
学校教育課 主席参事 

◆第１回推進協議会

１ 協議会概要

期 日：平成 年６月５日（木）

会 場：県庁北新館５Ｃ会議室

出席者：髙木座長、谷口副座長、武井委員、池本委員、佐々木委員、学校教育課・森主査（佐敷委員代理）

事務局：県生涯学習課（６名）子ども・青少年局（１名）

（１） 開 会 ・県生涯学習課長 挨拶

（２） 座長、副座長選出

（３） 協 議

①事業全体および家庭教育支援、放課後子ども教室、土曜日の教育支援について

②学校支援地域本部とコミュニティ・スクールについて

２ 協議要旨 
○学校支援地域本部事業からコミュニティ・スクールへ

・学校支援地域本部は、その名のとおり「学校支援」が目的。コミュニティ・スクール（以下「Ｃ

Ｓ」という）となることによって、学校を支援するというより、むしろ、学校の中で地域の人も

子どもを支えていく、あるいは、地域の中の子どもたちを、学校も関わりながら、地域の人たち

が支えていく、そうしたツールとなる可能性を感じている。 
・ＣＳとなり、学校運営協議会が設置された場合、本部事業における協議会との関わりが出てくる

が、できる限り、意思決定とボランティアを動かす活動は密接である方が効率はよい。 
・本部事業の課題は、学校と地域が一緒になって子どもを育てていこうとする状況の熟議に至って

いない現状をいかに打破するか、そこにＣＳを導入するとしても、人事や予算上の問題に対する

行政側の否定感をどうするか。また、地域コミュニティの再生という意味合いもＣＳには含まれ

ているので、子どもを中心に据えて、地域と学校が寄り合って熟議していく体制を整えるととも

に、コンダクトする立場の学校管理職の資質向上を進めていくことが大事である。学校教育課と

の連携により進めていけるとよい。 
○地域の実情に応じた横断的・総合的推進を

・学校と地域の連携・協働体制の推進が大きな幹とすると、放課後子ども教室、家庭教育支援、土

曜日の教育支援は、枝の部分である。どの事業を選択し、どう組み合わせていくか、地域の実情

によると思われる。 
・保護者も参加する方式であれば進めやすい面がある一方で、豊かな家庭の子しか参加しない。こ

うした事業を進める中で、家庭教育支援をどういう位置に置くべきか、大きな意味を持つ。 
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